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情報インフラの導入がオフィスにおけるコミュニケーションや業務へ及ぼす影響  

（財）電力中央研究所馬場健司BABAKenshi  

は，コミュニケーション相手の所属する組織，発信者  

からみた職位，面識，コミュニケーションのレベル（伝  

達・通知，共有・交換，調整・決定），緊急性，同報  

性（同時発信数）である．電子メールによるコミュニケ  

ーションについては，送信ログを手掛かりに回答して  

もらっている．このほか，グループウエアの利用状況，  

利用による業務の変化や効果に対する評価，個人属性  

などについても尋ねている．  

3．各メディアで行われているコミュニケーション   
各メディアで行われたコミュニケーションを比較  

してみると，6つの属性それぞれで続計的に有意に異  

なっている．例えば，電話は様々な相手やレベルにバ  

ランスよく利用され，ねce－tO→ね∝は調整・決定レベル  

を中心として同幸田生の高い場合に利用されているが，  

電子メールは 

性が高く，緊急性が特に高くない場合に利用されるな  

どの傾向がみられる．図1は，各メディアが利用され  

ている±ミュニケーションのレベルについて示したも  

のである．   

4．電子メ⊥ルカ刊潜するコミュニケーション   

現在電子メールで行っているコミュニケーション  

が，他のどのメディアから代替したのかについてみて  

みると，その代替量の多い順に，電話，ファクシミリ，  

ねce－tO－ね∝，■郵便・宅配便となっている．図2は，こ  

のうち電話からの代替コミュニケーションを，相手の  
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1．はじめに   

現在，多くの企業がパソコン岬C），’グループウエア  

やイントラネットなど，情報インフラの導入を急速に  

進めており，ホワイトカラーの生産性向上を目指して  

いる．それが実現するか否かは，導入後の利用方法に  

大きく依存するが，その重要な決定要因の1つとして，  

情報共有やコラボレーションなど，コミュニケーショ  

ンの円滑化が挙げられる．しばしば蝕∝－tO－ね∝コミュ  

ニケーションが重要な役割を果たすといわれる我が国  

の企業においては，今後，情報インフラの導入と共に  

テレワークなどの新しいワークスタイルを導入してい  

く上でも，コミュニケーションの円滑化は重大な課題  

といえる．   

そこで本稿では，オフィスにおける情報インフラ  

の導入が，コミュニケーションや業務に及ぼす影響に  

ついて，アンケート調査により収集したデータを用い  

て明らかにする．  

2．データ収集方法  

オフィスコミュニケーション行動や情報インフラ  

の導入効果に対する評価に関するデータを収集するた  

め，協力の得られたある企業においてアンケート調査  

を実施した．調査の実施要領は表1に示すとおりであ  

る．調査対象は，この企業に勤務するPC及びグルー  

プウエアを導入して半年から1年が経過したオフィス  

ワーカーである．調査の実施には，和上の表計算ア  

プリケーショ■ンソフトで作成した調査票を電子メール  

で送付，回収する方法を用いた．調査では，メディア  

として，電子メール，電話，ファクシミリ，郵便・宅  

配便，h∝－h働∝を設定し，調査期間中に日常のオフ  

ィス業務で自ら発信したコミュニケーションに関する  

6つの属性について尋ねている．ここで6つの属性と  

表1アンケート調査の概要  

実施期間  l瑚年7月24日、8月2日   

調査対象  FCを導入しグループウエアが利用可能な社員（電子メ  

ールアドレスを保有する社員）   

実施方法  調査票を托：上の表計算アプリケーションソフトで†  

成し，そのファイルを電子メールで配布回収   

調査項目  グループウエア利用状況，利用によるコミュニケー÷  

ヨンや業務の変化効果に対する評価，個人属性など   

回収率  32．4％  図1各メディアで行われているコミュニケーションのレベル  
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所属する組織とレベル毎に示したものである．このよ  

うに，電子メールは，現状では身近な範囲内での伝達・  
通知や共有・交換レベルのコミュニケーションを中心  

として従来のメディアから代替している．   

では，今後Pと：利用環境の向上などにより，どのよ  

うなコミュニケーションが他のメディアから電子メー  

ルへ代替され得るのであろうか．各メディア毎に，電  

子メールで代替するか否かという二項選択問題を，コ  

ミュニケーション属性やPC利用環境により説明する  

個人選択モデル（ロジットモデル）を用いて分析した．  

表2はモデル式のパラメータ推定結果，表3はそのモ  

デル式を用いて予測したメディア代替率を示したもの  

である．但し，ファクシミリ，郵便・宅配便について  

は適合度の高いモデルが得られなかったため，予測を  

行っていない．表2より，メディア代替行動には，f℃  

利用環境よりもコミュニケーションの内容や状況の方  

が大きく影響していることが分かる．いずれのメディ  

アにおいても，PC専有かつL互N専用回線接続環境や  

PC利用ルールが設定されている環境の方が ，また，  

事業所内における伝達・通知などのレベルで，緊急性，  

同報性の低いコミュニケーションの方が，電子メール  

による代替が可能である傾向がみられる．このモデル  

式を用いて，2つの忙利用環境を変化させながら各  

メディアから電子メールヘの代替率を予測すると，特  

にね∝1（トh∝において，代替率が向上する傾向がみら  

れた．   

5．電子メ明こよる業務の変イヒ   

図3は，電子メールの利用頻度別に，電子メール  

の利用による業務の変化に貴ける評価を示したもので  

ある．いずれの項目においても，利用頻度の高い方が  

変化したとする評価が高い．また，これまでみてきた  

ようなコミュニケーションの変化が反映され，電話の  

空振り（相手が不在などで何度もかけなおすこと），コ  

ピー，郵便・宅配便，ファクシミリの減少などが比較  

的高く評価されている．しかし，打ち合わせ回数，上  

下間や部門間調整円滑化などは評価があまり高くない．  

これらは，忙利用環境の変化により電子メールへの  

メディア代替が向上し，組織や社会全体での利用が浸  

透するに伴って評価が高くなるものと考えられる．  

6．おわりに   

本稿では，オフィスにおけるコミュニケーション  

の実態を捉え，情報インフラの導入によるメディアの  

代替状況，業務の変化について明らかにしてきた．今  

後は，一定の期間が経過した後の調査による推移を把  

握すると共に，定量的な側面からの効果も含めた吉相j  

を継続的に行っていく予定である．  

表3メディア代替モデルによる電子メールヘの代替率  

実績値 再現値 予測値A 予測値B 予測値C   

電話  亜．4％  亜．3％  漁6％  57．4％  63．】％   

h∝－tO－b代   ∠旧．4％  3ユ7％  43．3％  5】．4％  59．6％  

＊予測値Aは托：専有かつuN専用回線接続環境カi，BはR：利用ル  

ールが，Cはそのいずれもが，利用者全体で整備された場合を示して  

いる．  
図2電子メールが電話から代替したコミュニケーション  

表2二項ロジット分析によるメディア代替モデルのパラメータ推定糸課  

電話  h∝－Iかh∝  

変数  推定値l値 推定値I値  

K：専有かつuN専用回線接続環境  

什y彷．0：No）  

忙利用ルールの設恕巨y銭．0二No）  

組鞄l：事業所内（）：その他  

レ′ヾル  

緊急性（l：高い．0：その他  

同報馳Ⅰ：】人0：それ以上）  

選択肢固有定数  

月．770 一〕．574 イ1728  

－0．の7 －I．457 イ）．425  

月．6舛 －1．（鞄8 －l．4：略  

0．632  4．697  0981  

15か1 7．301 】イ〃5  

0．616  2．226 －0，（X汐  

－1．4！衿 一3．9α） TO5Ⅰ5  
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十よく利用している ■－■一時々利用している  

ーくト・ほとんど  していない  

サンプル致  

修正尤度比  
的中率   

49t  245  

0．213  0．2就）  

防．7％  7l．8％  

＊軸の外側ほど「かなり変化した」評価を示す  

＊＊囲み、下線は統計的に有意な差異がみられた項目を表わす  

図3電子メールの利用による業師封ヒに対する評価   
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